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喜多方市下水道施設運転管理業務委託 

公募型プロポーザル募集要項（案） 

 

１ はじめに 

  本要項は、公募型プロポーザル方式による受注事業者選定（以下「プロポーザル」という。）

により一定の資格要件を満たし、かつ、技術提案により長期の業務遂行能力及び技術能力を有

する受託候補者を選定するため、本業務に対する提案を求め、その内容、能力及び経済性を総

合的に評価し、最も適切かつ円滑に本業務を実施できる者を選定できるよう、プロポーザルに

関して必要な手続き等を定めるものとする。 

 

２ 業務概要 

 ⑴ 業務名  喜多方市下水道施設運転管理業務委託 

 ⑵ 業務の目的 

本業務は、将来的なウォーターPPP（レベル 3.5・レベル 4.0）の導入を見据え、民間事業

者の創意工夫を活かした効率的な維持管理を実現するため、下水道施設の運転管理業務を複

数年契約による包括委託として実施するものである。これにより、運転管理業務の効率的か

つ安定的な運営、公共サービスの向上及び ICT・IoT を活用した施設の健全性確保や省人化

を推進し、人口減少下においても事業の継続性を確保することを目的とする。 

 ⑶ 業務実施場所（下表のとおり）   

 

 

事業名 施設名 所在地 

公共下水道事業 

（特定環境保全公

共下水道事業含

む） 

喜多方浄化センター 喜多方市豊川町米室字太郎丸 395 番地１ 

さつきが丘ポンプ場 喜多方市字さつきが丘 59 番地 

塩川浄化センター 喜多方市塩川町天沼字村前 178 番地 

熱塩浄化センター 喜多方市熱塩加納町山田字赤崎 176 番地 

山都浄化センター 喜多方市山都町字広川口 2609 番地 

マンホールポンプ場 44 箇所  

農業集落排水事業 

（小規模集合排水

事業含む） 

天井沢・中村地区農業集落排水処理施設 喜多方市岩月町大都字堂ノ前 25 番地 

真木・津尻地区農業集落排水処理施設 河沼郡会津坂下町大字津尻字下川原 239 番地の３ 

宮川地区農業集落排水施設 喜多方市熱塩加納町宮川字半在家道南 63 番地１ 

大田木地区農業集落排水処理施設 喜多方市塩川町大田木字地生作 24 番地 

堰沢地区農業集落排水処理施設 喜多方市山都町三津合字堰沢 296 番地１ 

舟岡処理施設 喜多方市山都町字腰巻 286 番地 

小布瀬原処理施設 喜多方市山都町小舟寺字地蔵渕乙 608 番地 

宮古地区農業集落排水処理施設 喜多方市山都町蓬莱字岩ノ下 2892 番地７ 

早稲谷地区農業集落排水処理施設 喜多方市山都町早稲谷字下岩下 2069 番地５ 

上郷地区農業集落排水処理施設 喜多方市高郷町揚津字滝の上甲 276 番地１ 

新郷地区農業集落排水処理施設 喜多方市高郷町夏井字家ノ下 46 番地１ 

大田賀地区農業集落排水処理施設 喜多方市高郷町大田賀字海老屋敷 6006 番地 

塩坪地区農業集落排水処理施設 喜多方市高郷町塩坪字南 42 番地１ 

大沢入地区小規模集合排水処理施設 喜多方市岩月町大都字大沢入 27 番地３ 

マンホールポンプ場 26箇所  
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⑷ 業務の内容 

   本業務の内容は、喜多方市公共下水道施設等の各施設（処理場・中継ポンプ場・マンホー

ルポンプ場）の運転管理、保守点検、水質分析、環境計測、電力・薬品等のユーティリティ

調達、突発及び計画修繕業務、環境整備などを包括的に行う。 

 ⑸ 履行期間  令和９年４月１日から令和 12年３月 31日までの３年間 

                              （債務負担行為設定済） 

 ⑹ 履行準備期間 

   本業務の契約締結日から履行開始日の前日までとする。 

               （準備期間中の引継等に係る費用は受注者の負担とする） 

 ⑺ 委託料の限度額 811,828,600 円（消費税及び地方消費税を含む） 

   委託期間中の各年度の支払い限度額 

    令和 ９年度 270,610,000 円（消費税及び地方消費税を含む） 

    令和 10 年度 270,610,000 円（消費税及び地方消費税を含む） 

    令和 11 年度 270,608,600 円（消費税及び地方消費税を含む） 

   見積金額が限度額を超えた提案は失格とし、審査の対象としない。 

 

３ 参加資格要件 

本プロポーザルに参加できる者は、法人格を有する者または法人格を有する者が共同連帯し

て事業を行う共同企業体とし、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

⑴ 下水道処理施設維持管理業者登録規程（昭和 62 年建設省告示第 1348 号）に基づく登録者

であること。 

⑵ 令和７・８年度喜多方市工事等請負有資格者名簿の「下水道処理施設維持管理」に登録さ

れている者であること。 

⑶ 浄化槽技術管理士の資格を取得した浄化槽管理士を有すること。 

⑷ 地方自治法施行令第 167 条の４の規定に該当しない者であること。 

⑸ プロポーザルに参加する他の入札参加者と資本関係または人的関係がないこと。 

⑹ 喜多方市建設工事等入札参加資格制限措置要綱に定める措置期間中でないこと。 

⑺ 会社更生法（平成 14年法律第 154 号）に基づく更生手続又は民事再生法（平成 11年法律

第 225 号）に基づく再生手続中の者でないこと。 

⑻ 喜多方市発注工事等からの暴力団等排除措置要綱に定める排除措置対象者でないこと。 

⑼ 国税及び地方税に係る未納がないこと。 

⑽ 次の事項を全て満たす終末処理場の維持管理業務について、日本国内において平成 28 年

４月以降に単年度契約（３年以上）、複数年度契約（３年以上）を元請けとして受託し、履行

した実績を有する者。 

① オキシデーションディッチ法または標準活性汚泥法での水処理方式及び濃縮・脱水工程

を有する汚泥処理方式の終末処理場 

② 日最大処理能力 4,000 ㎥/日以上 

③ 同一自治体内の複数処理場を一括管理した実績を有する者。 

⑾ 次の事項を全て満たす総括責任者を専任で配置できる者であること。 

① 下水道法施行令第 15条の３に定める資格を有する技術者である者。 

② 下水道法で定める公共下水道もしくは流域下水道の終末処理場における維持管理実務

経験が３年以上あり、かつ、総括責任者又は副総括責任者としての実務経験が合計２年以

上ある者。 
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⑿ 共同企業体で参加する場合は、次の要件を全て満たす者であること。 

① 共同企業体の全ての構成員は、上記⑷から⑼までの要件を満たすこと。 

② 代表構成員は、上記⑴から⑶まで、⑽及び⑾の要件を満たすこと。 

③ 共同企業体の構成員は、本業務の履行について連帯して責任を負うこと。 

④ 代表構成員の出資割合は、構成員のうち最大であること。 

⑤ 共同企業体の構成員の最小出資割合は、構成員が２者の場合は 30 パーセント以上、３

者の場合は 20パーセント以上とする。 

⑥ 共同企業体の構成員は、単独又は他の共同企業体の構成員として本プロポーザルに参加

することはできない。 

⑦ 共同企業体は、参加表明書の提出時までに共同企業体協定書を締結し、その写しを提出

すること。 

 

４ 日程 

プロポーザルによる選定における日程は、次のとおりとする。（なお、日程は都合により変更

する場合がある。） 

№ 項   目 日   程 

１ 公募開始（公告日） 令和８年７月 27 日 

２ 現地確認及び資料閲覧期限 令和８年８月３日 

３ 質問書の受付期限 令和８年８月４日 

４ 質問書に対する回答公表（予定） 令和８年８月６日 

５ 参加申込書受付開始 令和８年８月６日 

６ 参加申込書の提出期限 令和８年８月 20 日 

７ 参加資格審査結果の通知（予定） 令和８年８月 25 日 

８ 業務提案書の提出期限 令和８年 10 月 16 日 

９ 選考委員会の開催（プレゼンテーション及びヒアリング） 令和８年 10 月下旬 

10 選定結果通知 令和８年 11 月中旬 

11 契約内容に関する詳細打合せ 令和８年 11 月中旬 

12 契約締結 令和８年 11 月下旬 

13 履行準備期間 令和８年 12 月～３月 

14 業務期間 令和９年４月～令和 12 年３月まで 

 

５ 現地確認及び資料の閲覧 

  現地確認及び資料の閲覧を希望する者は、以下のとおり申し込むこと。 

 ⑴ 実施期間 

   参加募集の公告日から令和８年８月３日（月）までの間で、希望日時を参考に市が指定す

る日時。 

   時間帯は午前９時～12時又は午後１時から４時までの間とする。 

 ⑵ 実施場所 

   現地案内  喜多方浄化センターほか各処理場・ポンプ場、マンホールポンプ場 

   閲覧場所  喜多方浄化センター２階 会議室（予定） 

   閲覧資料  維持管理年報等の各施設の運転状況を確認できる資料 

         ※資料は原則として閲覧のみとする 

 ⑶ 申込方法 

   現地確認及び資料の閲覧を希望する者は、現地確認申込書（様式第５号）に必要事項を記

入し、⑷申込先まで郵送又は電子メールで申し込むこと。 
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 ⑷ 申込先 

   〒966-8601 喜多方市字御清水東 7244 番地２ 

   喜多方市建設部上下水道課 

   E-mail:gesuidou@city.kitakata.fukushima.jp 

６ 質問の受付及び回答 

本プロポーザルに関する質問は、提出書類の作成に関するものとし、審査（評価）に係る質

問は一切受け付けない。 

⑴ 受付期間 

 参加募集の公告日から令和８年８月４日（火）正午まで 

⑵ 受付方法 

  公募資料及び業務提案書の作成に係る質問がある場合は、質問書（様式第６号その１）に

より電子メールにて提出すること。 

   電子メール gesuidou@city.kitakata.fukushima.jp 

⑶ 回答方法 

   令和８年８月６日（木）を目途に電子メールにより返信するとともに、当市ホームページ

に掲載する。電話及び口頭による個別の対応は行わない。なお、質問に対する回答は、本募

集要項、契約書（案）、要求水準書、様式集等の追加又は修正事項とみなし取り扱う。 

   

７ 参加申込の方法 

  参加要件を満たし、プロポーザルに参加を希望する者は、参加申込書と共に参加要件を証明

できる下記書類を添付のうえ、提出すること。 

 ⑴ 参加申込書等の様式配布 

   各様式は喜多方市ホームページの下記の場所へ掲示。ダウンロードして使用すること。 

   「掲載場所」喜多方市ホームページ 

トップページ＞分類でさがす＞しごと・産業＞入札・契約＞プロポーザル 

＞喜多方市 下水道施設運転管理業務委託に係る公募型プロポーザルの実施について 

 ⑵ 提出書類 

   参加申込時の提出書類一覧に示す各書類を紙製Ａ４ファイルに綴じて提出すること。なお、

提出書類に不備がある場合は、受付できないことがあるので注意すること。 

   また、提出期限後の修正は認めないものとする。 

⑶ 提出部数１部 

 ⑷ 提出期限 

   参加申込に係る書類の提出は、令和８年８月 20日（木）午後５時必着とする。 

 ⑸ 提出先 

   喜多方市建設部上下水道課 

 ⑹ 提出方法 

   郵送とする。※直接持参した場合は受理しない。 

 ⑺ 参加資格審査及び審査結果の通知 

   参加申込者から提出された参加申込書及び添付書類について、参加資格の審査を行い参加

資格審査結果通知書により通知するものとする。 

 ⑻ 参加辞退 

   参加申込者は技術提案書の提出期間内に辞退届（様式第 11 号）を郵送又は持参にて提出

すること。 
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参加申込時の提出書類一覧 

№ 提出書類  

１ 参加申込書 様式第１号 

２ 下水道処理施設維持管理業者登録の写 ３ 参加資格要件⑴を参照 

３ 登記事項証明書（写し可） 入札公告日以降に交付されたものを

提出 

４ 会社概要関係書類 (任意様式)所在地、資本金、業務内

容、社歴が確認できるもの 

５ 財務状況関係書類 直近３期分の貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書 

６ 労働条件関係書類 労働関係に基づく各種規則や協定の

整備状況が確認できるもの 

７ 類似業務受注実績表 様式第２号 

３ 参加資格要件⑽を参照 

８ 類似業務受注実績を証する契約書の写し、又は

実績を証明できる書類 

類似業務受注実績表に記載した案件 

９ 国税、地方税に係る滞納がないことの証明書

（写し可） 

入札公告日以降に交付された納税証

明書を提出すること 

10 総括・副総括責任者（予定者）の経歴及び資格 様式第３号及び第４号 

３ 参加資格要件⑾を参照 

11 共同企業体関係書類 共同企業体協定書（任意様式） 

業務提案書、見積提出、契約締結等

に関する委任状（任意様式） 

 

８ 業務提案書等の提出 

  プロポーザル参加者は次のとおり業務提案書を提出すること。 

⑴ 提出期間   

参加資格審査結果通知後から令和８年 10 月 16 日（金）午後 5 時まで 

⑵ 提出場所  

喜多方市建設部上下水道課 

⑶ 提出方法  

郵送とする。※直接持参した場合は受理しない。 

⑷ 提出部数  

業務提案書（正本） １部 

業務提案書（副本） ８部 

提案見積書（様式第８号）及び提案見積に係る積算内訳書（様式第９号）１部 

※提案見積書には、社名及び代表者氏名を記載のうえ、代表者印等を押印、見積提出日を

記載し、封筒に入れて提出すること。（封筒の様式は任意とする） 

プレゼンテーション及びヒアリング出席報告書（様式第 10号）１部 

⑸ 提案内容 

  業務提案書の記載内容については、別表１に示す提案内容及び様式に沿って作成すること。 

⑹ 業務提案書の作成形態 

① 業務提案書の表紙には業務提案書（正本）（様式第７号その１）及び業務提案書（副本）

（様式第７号その２）を使用すること。 

② 業務提案書の作成にあたっては、日本語を使用し日本工業規格Ａ４判縦置き横書き左綴      

りで作成し、ファイルに綴じ、提出すること。 
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③ ページ数は、表紙および目次を除き、５０ページ以内とする。表紙および目次を除き、

全ページにページ番号を記載すること。また、目次及び項目ごとの見出しを付けること。 

④ 附属資料等を添付は、ページ数に含む。 

⑤ Ａ３版用紙を使用する場合は、２ページ分と換算するものとする。なお、この場合には 

Ａ４サイズに折込むこと。 

⑥ 文字サイズは 11 ポイント以上とすること。ただし、図表及び図面等の注釈として用い

る場合はこの限りではない。 

⑦ ＰＤＦデータ化した正本の電子記憶媒体１部（ＣＤ）を提出すること。 

⑧ 別表１ 

提出書類 様 式 等 提出部数等 

業務提案書 

業務提案書（様式第７号その 1）正本・（様式第７号その 2）副

本 

正本１部 

副本 8部 

（副本は正

本の写しで

も 可 と す

る。） 

提案見積書（様式第８号）及び提案見積に係る積算内訳書（様

式第９号） 

プレゼンテーション及びヒアリング出席報告書（様式第 10号） 

業務提案書の内容 

業務提案書の記載内容については、以下の章立てに沿って作成

すること。 

①業務実施計画 

②業務実施体制 

③運転管理計画に関する考え方 

④保守点検計画に関する考え方 

⑤緊急時の危機管理体制に関する考え方 

⑥修繕計画に関する考え方 

⑦電力・薬品等のユーティリティ調達に関する考え方 

⑧省エネルギー・省資源対策に関する考え方 

⑨業務の一部再委託の方針に関する考え方 

⑩研修体制・人材育成に関する考え方 

⑪業務の引継ぎに関する考え方 

⑫地域貢献に関する考え方 

⑬下水道事業全体の改善に関する提案 

提案見積書 
提案見積書（様式第８号）及び提案見積に係る積算内訳書

（様式第９号） 

１部 

出席者報告書 
プレゼンテーション及びヒアリング出席報告書（様式第 10

号） 

１部 

※注意事項 

・提出書類に不備不足の無いよう必要書類を全て提出すること。 

・提出書類は、返却しないものとする。 

・業務提案書の作成等に要する費用は参加者の負担とする。 

 ⑺ 業務提案書作成上の留意事項 

  ① 委託料について 

    市が委託期間を通じて支払う委託料は、見積書の金額に消費税及び地方消費税に相当

する額を加算した額を基準額とする。なお、業務の引継ぎ及び業務実施準備に要する費

用については受注者の負担とする。 

  ② 土地及び施設の利用について 

    受注者は履行期間中、当該事業用地及び施設を無償で使用することができるものとす

る。ただし、使用上の汚損等による弁償は受注者の負担とし、善良な管理者として、施

設全体の光熱水費、通信費等の経費について節減に努めるものとする。 
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    また、受注者の事務室への通信機器等の設置及びそれら機器等に係る経費については

受注者の負担とする。 

  ③ リスク管理及び分担について 

    下水道管理者としての責任は市にあるが、業務範囲における施設の運転・維持管理上

の責任は原則として受注者が負うものとする。本業務に係るリスクの分担については要

求水準書によるものとする。 

 

９ プレゼンテーション及びヒアリングの実施 

  業務提案書が提出された後、参加者ごとにプレゼンテーション及びヒアリングを実施す

る。プレゼンテーションの持ち時間は 30 分、その後の審査委員からの質疑時間を 10分程度

とする。 

 ⑴ 実施方法 

   自由形式とし、希望する参加者は電子機器を用いて行うことができる。ただし、参加者

が判明するものは除くこと。 

   なお、プレゼンテーションで使用する機器は参加者において用意すること。 

スクリーンは市で準備する。 

 ⑵ 説明者人数 

   業務提案書の内容を熟知している３名以内とし、プレゼンテーション及びヒアリング出

席者報告書（様式第 10号）に出席（予定）者の所属、役職、氏名を記載し業務提案書とと

もに提出すること。 

 ⑶ その他 

   業務提案書提出時に添付していない資料等を新たに提出することはできない。 

 ⑷ 開催日 

   プレゼンテーション及びヒアリングの日時については、後日通知する。 

 

10 プロポーザルの審査方法 

  評価は、別表２－１事業者選定基準及び別表３採点基準に基づいて行う。 

  それぞれの参加者の業務提案書の内容について、評価及び採点を行い総合点が最も高い者

を優先交渉権者として選定する。 

 

11 選定結果の通知 

  選定結果については、各参加者に対して選定結果通知書により通知する。また、契約締結

後、選定結果をホームページにおいて公表する。 

なお、審査結果に関する異議申立て、質問等には応じない。 

 

12 委託契約の締結 

  本プロポーザルにおいては、本業務に適した提案者を選定するのみであり、契約を締結す

るまでは喜多方市上下水道課との契約関係は生じない。 

  喜多方市は優先交渉権者を受託候補者とし、本業務委託契約書（案）及び業務提案書につ

いて協議のうえ、地方公営企業法施行令第 21 条の 14に定める随意契約の方法によって委託

契約を締結する。 

  ただし、優先交渉権者との協議が整わなかった場合又は優先交渉権者が何らかの理由によ

り本委託契約を締結できなくなった場合は、次点者を受託候補者として協議を行うものとす
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る。 

 ⑴ 業務内容に関する協議 

   本業務内容は、喜多方市上下水道課が示した要求水準書及び受託候補者が提出した業務

提案をもとに仕様書として確定するが、業務目的達成のために必要と認められる場合は受

託候補者と協議により、業務提案の内容を変更したうえで業務内容を確定することがあ

る。 

 ⑵ 契約手続き 

   喜多方市上下水道課は、地方公営企業法施行令第 21条の 14 に定める随意契約の方法に

より、受託候補者から見積書を徴し、予定価格の範囲内であることを確認したうえで契約

を締結する。 

 ⑶ 契約金額 

   契約金額は、業務内容に関する協議結果に基づき見積書を徴取し決定する。 

   なお、見積金額は委託料上限額を超えないものとする。 

 

13 失格要件 

  参加者が以下に掲げる事由のいずれかに該当した場合は、失格とする。 

 ⑴ ２業務概要に定める委託料上限額を超える場合 

 ⑵ ３参加資格要件に定める要件を満たさない（満たさなくなった）場合 

 ⑶ 委託契約締結前に入札参加資格停止となった場合 

 ⑷ 業務提案書の提出期間内に提案書類が提出されなかった場合 

 ⑸ 提出された書類に虚偽又は不可能な内容の記載があった場合 

 ⑹ 審査の公平性に影響を与える行為があった場合 

 ⑺ 本募集要項に違反すると認められる場合 

 

14 その他留意事項 

 ⑴ 本プロポーザルの参加に要する費用は、全て参加者の負担とする。 

 ⑵ 提出した業務提案書の書き換え、引き換え又は撤回をすることはできない。 

 ⑶ 提案者が１者しかいない場合においても、提案書及びヒアリングにより選定を行う。 

 ⑷ プレゼンテーション及びヒアリングを指定された日時は厳守することとし、天変地異等

のやむを得ない事情で遅刻、欠席をする場合は速やかに喜多方市上下水道課へ連絡するこ

と。 

 

15 事業者評価基準 

  この基準は、公募型プロポーザル方式により喜多方市下水道施設運転管理業務委託の受託

候補者を選定するため、参加事業者から提出された提案書等の内容を、可能な限り客観的に

評価するため定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 



9 

別表２－１ 事業者選定基準 

評価項目 配点 小計 

運転・維持管理

業務提案に関す

る事項 

① 業務実施計画 25 

235 点 

② 業務実施体制 25 

③ 運転管理計画に関する考え方 25 

④ 保守点検計画に関する考え方 25 

⑤ 緊急時の危機管理体制に関する考え方 25 

⑥修繕計画に関する考え方 25 

⑦電力・薬品等のユーティリティ調達に関する考え方 20 

⑧省エネルギー・省資源対策に関する考え方 25 

⑨業務の一部再委託の方針に関する考え方 10 

⑩研修体制・人材育成に関する考え方 20 

⑪業務の引継ぎに関する考え方 10 

地域貢献に関す

る事項 
⑫地域貢献に関する考え方 25 25 点 

事業改善に関す

る事項 
⑬下水道事業全体の改善に関する提案 40 40 点 

価格評価に関す

る事項 
※⑭提案見積書（委託料） 100 100 点 

 

 
評価点合計 400 点 

※参加者が１者であった場合は、価格評価の配点は行わない。（その際の評価点合計 300 点） 
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別表２－２ 評価内容 

評価項目 評価の視点 

①業務実施計画 ⑴本市の下水道事業に沿った内容であるか、また実現可能か

どうかについて評価する。 

⑵下水道事業の事業環境と周辺環境の変化について、十分理

解しているか評価する。 

②業務実施体制 ⑴業務内容を理解したうえで効率的な組織体制、人員配置、

勤務体制について評価する。 

⑵配置技術者等について評価する（業務経験、保有資格等） 

③運転管理計画に関する考え

方 

⑴運転管理方法が、要求水準を満足し、かつ効率性を両立

できる内容か評価する。 

⑵通常時の運転管理に加えて、異常現象を想定した対応方

法について評価する。 

④保守点検計画に関する考え

方 

⑴予防保全と効率性を考慮した点検内容（点検項目・点検

回数等）かどうかについて評価する。 

⑵保守点検計画及び維持管理方法が機能維持を確保できて

いるか評価する。 

⑤緊急時の危機管理体制に関

する考え方 

⑴異常・緊急時の対応策について評価する（緊急時の人員

配置・連絡体制等） 

⑵会社組織として対応するなど、実現可能な内容で提案さ

れているか評価する。 

⑥修繕計画に関する考え方 ⑴点検結果に基づき、予防保全のための修繕計画の方針に

ついて評価する。 

⑵故障に対する修繕体制、修繕の実施方針について評価す

る。 

⑦電力・薬品等のユーティリ

ティ調達に関する考え方 

⑴電力・薬品及び物品等について、調達方法、契約、購買

管理、在庫管理の観点から評価する。 

⑵電力・薬品及び物品等の調達等に係る節減対策について

評価する。 

⑧省エネルギー・省資源対策

に関する考え方 

⑴運転管理方法、設備運用の工夫、その他の技術的対応に

よる省エネルギー・省資源対策の取組について評価する。 

⑵脱炭素化対策の取組について評価する。 

⑨業務の一部再委託の方針に

関する考え方 

⑴再委託する場合の効率的な業務範囲の特定、業者選定の

方針について評価する。 

⑵再委託先への実施体制や品質確保等について評価する。 

⑩研修体制・人材育成に関す

る考え方 

⑴技術レベルの確保・安全教育等についての研修体制につ

いて評価する。 

⑪業務の引継ぎに関する考え

方 

⑴本業務受託終了時における次期受託者への引継ぎを確実

にできる方策か評価する。 

⑫地域貢献に関する事項 ⑴喜多方市の課題解決・地域の持続可能性（サステナビリ

ティ）の向上に寄与するものかを評価する。 

⑵具体的な行動計画かどうかについて評価する。 

⑬下水道事業全体の改善に関

する提案 

⑴将来的な水の官民連携（ウォーターPPP）（レベル 3.5／レ

ベル 4.0）の導入を踏まえ、他事業や業務の連携、一体化、

事業運営の高度化・効率化に向けた方策など、本市の将来

の事業方針の提案について評価する。 

⑵①～⑫までに提案した内容及び本市の将来的な下水道事

業方針を踏まえ、本事業期間中に実施可能な事業改善策に

ついて評価する。 

⑭提案見積書（委託料） ⑴提案見積書により、経済性を評価する。 
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別表３ 採点基準 

配点 
採 点 基 準 

（低評価）   ←   （標準）   →   （高評価） 

10 点 

（２項目） 
２ ４ ６ ８ 10 

20 点 

（２項目） 
４ ８ 12 16 20 

25 点 

（８項目） 
５ 10 15 20 25 

40 点 

（１項目） 
８ 16 24 32 40 

参加者が１者であった場合は、価格評価の配点は行わない。（その際の評価点合計 300点） 

 ⑴ 「価格評価に関する事項」の採点基準 

   価格評価に関する事項の点数は、以下の方法により得点化する。 

  ① 提案見積書に記載された見積価格が最低であるものを、配点の満点である 100 点を付

与する。 

  ② 他の参加者の得点は、①の最低の見積価格者の提案見積書価格（最低見積価格）との

比率の小数点第３位を四捨五入して小数点第２位までを求める。 

   価格評価に関する事項の点数＝配点(100 点)×(最低見積額÷(参加事業者の価格×２)) 

 

16 受託候補者の選定 

  選考委員の採点により、次の条件に伴い順次決定する。 

 ⑴ 選定順 

   受託候補者の選定順は、次のとおりとする。 

  ① 評価点の合計が、過半数の委員において最高であった者 

  ② ①がいない場は、委員の評価点の合計が最高点の者 

  ③ ②が複数いる場合は「価格評価に関する事項」及び「下水道事業全体の改善に関する

提案」についての評価点の合計が最も高い者 

  ④ ③が複数いる場合は、提案金額の最も安価な者 

 ⑵ 最低得点を下回った場合 

   最低得点は、事業者評価者基準の「価格評価に関する事項」の配点を除いた全評価項目

（①～⑬）で採点基準の「標準」とした点数の合計 180点（評価点合計 300 点）とする。 

   参加者の得点が、これに満たない場合は不適格とし、当該参加事業者は受託候補者とし

ない。 

 

17 市担当窓口 

  本業務及び本プロポーザルに関する窓口 

   〒966-8601 喜多方市字御清水東 7244 番地２ 

   喜多方市建設部上下水道課 下水道計画管理班 担当 小川・坂井 

   TEL 0241-24-5248 FAX 0241-25-7073 

   E-mail:gesuidou@city.kitakata.fukushima.jp 


